
 

貸  借  対  照  表 

(2024 年 12 月 31 日現在) 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資 産 の 部)  (負 債 の 部)  

流動資産 9,367,542 流動負債 1,556,323 

現金及び預金 6,357,049 買掛金 258,468 

売掛金及び契約資産 1,064,014 未払金 520,815 

営業投資有価証券 1,847,448 未払法人税等 617,250 

前払費用 51,355 その他 159,789 

その他 47,675 固定負債 26,400 

  長期未払金 26,400 

固定資産 536,603 負 債 合 計 1,582,723 

有形固定資産 73,444 (純 資 産 の 部)  

建物 42,997 株主資本 7,894,145 

工具器具備品 30,446 資本金 100,000 

無形固定資産 14,214 資本剰余金 1,065,962 

投資その他の資産 448,944 資本準備金 1,065,962 

投資有価証券 7,918 利益剰余金 6,728,183 

関係会社株式 19,600 その他利益剰余金 6,728,183 

破産更生債権等 5,564 繰越利益剰余金 6,728,183 

繰延税金資産 289,137 （うち当期純利益） （1,165,718）

その他 131,088 評価・換算差額等 427,276 

貸倒引当金 △4,364 その他有価証券評価差額金 427,276 

  純 資 産 合 計 8,321,422 

資 産 合 計 9,904,146 負債・純資産合計 9,904,146 



個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１  資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券(営業投資有価証券含む) 

市場価格のない株式等以外のもの……当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法 

投資事業組合等への出資金(営業投資有価証券含む) 

組合等の財産の持分相当額を純額で計上し、損益の持分相当額を純額で計上しております。 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

評価基準は原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

仕掛品……個別法 

貯蔵品……最終仕入原価法 

 

２  固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産……定率法 

ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物……３～15 年、工具器具備品……３～10 年 

(2) 無形固定資産……定額法 

 
３  引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。 

 

４  収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識することとしており、請負契約に関しては一定の期間にわたり充足され

る履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわ

たり収益を認識する方法を採用しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積

総原価に対する発生原価の割合（インプット法）により算出しております。 

「営業投資有価証券」として区分表示する有価証券に係る売却収入、投資事業組合等の投資収益の

うち持分相当額、及び受取配当金を売上高として表示しております。 

同様に、「営業投資有価証券」として区分表示する有価証券に係る売却簿価、投資事業組合等の投

資損失のうち持分相当額、及び評価損を売上原価として表示しております。 


